
鳥取県会計規則及び鳥取県物品事務取扱規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成24年３月30日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第38号

鳥取県会計規則及び鳥取県物品事務取扱規則の一部を改正する規則

（鳥取県会計規則の一部改正）

第１条 鳥取県会計規則（昭和39年鳥取県規則第11号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前

（旅費出納員） （旅費出納員）

第５条の２ 前条の出納員に加え、部に旅費（旅行命 第５条の２ 前条の出納員に加え、部に旅費（旅行命

令簿によるものに限る。）に係る支出負担行為の確 令簿によるものに限る。）に係る支出負担行為の確

認及び支出に関する事務を行わせる出納員（以下 認及び支出に関する事務を行わせる出納員（以下

「旅費出納員」という。）を置き、次の表の左欄に 「旅費出納員」という。）を置き、次の表の左欄に

掲げる部の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定め 掲げる部の区分に応じ、それぞれ同表の右欄に定め

る者をもって充てる。 る者をもって充てる。

略 略

(３) 教育委員会 次に掲げる事務の区分に応じ、 (３) 教育委員会 次に掲げる事務の区分に応じ、

事務局 それぞれに定める者 事務局 それぞれに定める者

ア 略 ア 略

イ 県内の市町村又は地方公共 イ 県内の市町村又は地方公共

団体の組合の設置する小学 団体の組合の設置する小学

校、中学校又は特別支援学校 校、中学校若しくは特別支援

の教職員が行う電磁的記録 学校の教職員が行う電磁的記

（電子的方式、磁気的方式そ 録（電子的方式、磁気的方式

の他人の知覚によっては認識 その他人の知覚によっては認

することができない方式で作 識することができない方式で

られる記録であって、電子計 作られる記録であって、電子

算機による情報の処理の用に 計算機による情報の処理の用

供されるものをいう。以下同 に供されるものをいう。以下

じ。）による申請に係る旅費 同じ。）により申請された旅

の支出負担行為の確認又は支 費の支出負担行為の確認又は

出に係る事務 教育総務課の 支出に係る事務 教育総務課

課長補佐の職にある者（給与 の給与担当主幹の職にある者

を担当する者に限る。）

略 略

（収納金の払込み） （部等の出納員の収納金の払込み）

第21条 会計管理者又は出納員は、収納した歳入金を 第21条 部及び出納機関に指定しない機関の出納員

収納の日（出張先において収納したときは、帰庁の （以下「部等の出納員」という。）は、収納した歳

日）又はその翌日（同日が鳥取県の休日を定める条 入金を収納の日（出張先において収納したときは、



例（平成元年鳥取県条例第５号）第１条第１項に規 帰庁の日。以下同じ。 ）又はその翌日（同日が鳥

定する県の休日（以下「県の休日」という。）に当 取県の休日を定める条例（平成元年鳥取県条例第５

たるときは、その直後の県の休日でない日。次条第 号）第１条第１項に規定する県の休日（以下「県の

２項及び第３項、第26条第２項並びに第94条におい 休日」という。）に当たるときは、その直後の県の

て同じ。）に払込書（様式第６号）により指定金融 休日でない日。次条第２項及び第３項、第22条第１

機関に払い込まなければならない。 項、第26条第２項並びに第94条において同じ。）に

払込書（様式第６号）により指定金融機関に払い込

まなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、指定金融機関の店舗の

存する市区町村以外の市区町村の区域に在勤する出

納員であって会計局長の承認を受けたものは、現金

に限り収納した日から起算して15日を経過する日ま

での分を取りまとめ、その日の翌日から起算して３

日以内に払い込むことができる。ただし、収納した

金額の累計額が10万円に達したときの払込みについ

ては、達したその日の翌日から起算して３日以内と

する。

３ 会計管理者は、会計管理者以外の部及び出納機関 ２ 前項の規定により処理した部等の出納員は、現金

以外の機関の出納員が前２項の規定により処理した （証券）領収証書原符及び現金出納簿（様式第42

現金（証券）領収証書原符及び現金出納簿（様式第 号）について毎年２回以上会計管理者の検査を受け

42号）について毎年２回以上検査を行わなければな なければならない。

らない。

（分任出納員の収納金の引継ぎ等） （分任出納員の収納金の引継ぎ等）

第22条 分任出納員は、収納した歳入金を、第３項の 第21条の２ 分任出納員は、収納した歳入金を所属の

規定により指定金融機関に払い込む場合を除き、所 出納員に引き継がなければならない。

属の出納員に引き継がなければならない。

２ 分任出納員は、収納した歳入金を前項の規定によ ２ 分任出納員は、収納した歳入金を前項の規定によ

り出納員に引き継ぐときは、収納の日又はその翌日 り出納員に引き継ぐときは、収納の日又はその翌日

に現金（証券）領収証書用紙及び現金（証券）引継 に現金（証券）領収証書用紙及び現金（証券）引継

簿によって引き継がなければならない。ただし、次 簿によって引き継がなければならない。ただし、次

の各号に掲げる場合には、それぞれ当該各号に定め の各号に掲げる場合には、それぞれ当該各号に定め

る日に引き継がなければならない。 る日に引き継がなければならない。

(１) 略 (１) 略

(２) 会計局長の承認を受けた分任出納員が現金を (２) 会計局長の承認を受けた分任出納員が現金を

収納した日から起算して15日を経過する日（収納 収納した日から15日を経過した日（収納した金額

した金額の累計額が10万円に達したときは、達し が10万円に達したときは、達したその日。以下

たその日。以下「最終日」という。）までの分を 「最終日」という。）までの分を取りまとめて引

取りまとめて引き継ぐ場合 最終日の翌日から起 き継ぐ場合 最終日から３日以内の日

算して３日以内の日

３ 遠隔地の分任出納員及び所属の出納員の承認を受 ３ 遠隔地の分任出納員は、その収納した歳入金を前

けた分任出納員は、その収納した歳入金を収納の日 項の規定により引き継ぐことができないときは収納

又はその翌日に払込書により指定金融機関に払い込 の日又はその翌日に払込書により指定金融機関に払

まなければならない。ただし、次の各号に掲げる場 込みの上、その都度領収済報告書（様式第５号）を

合には、それぞれ当該各号に定める日に払い込まな 出納員に提出しなければならない。



ければならない。

(１) 出張先において収納した場合 帰庁の日又は

その翌日

(２) 会計局長の承認を受けた分任出納員が最終日

までの分を取りまとめて払い込む場合 最終日の

翌日から起算して３日以内の日

４ 前項の規定により出納員が領収済報告書を受理し

たときは、第２項の規定による引継ぎがあったもの

とみなす。

５ 第３項の規定により処理した分任出納員は、現金

（証券）領収証書原符及び現金出納簿について毎月

１回以上出納員の検査を受けなければならない。

４ 出納員は、前項の分任出納員が同項の規定により

処理した現金（証券）領収証書原符及び現金出納簿

について毎年２回以上検査を行わなければならな

い。

（収納金の払込み）

第22条 会計管理者又は出納員（部等の出納員を除

く。）は、収納した歳入金を払込書により収納の日

又はその翌日に指定金融機関に払い込まなければな

らない。ただし、会計局長の承認を受けたときはこ

の限りでない。

２ 第21条第１項、前条第３項又は前項の規定にかか

わらず、指定金融機関の店舗の存する市区町村以外

の市区町村の区域に在勤する出納員若しくは分任出

納員又は指定金融機関の店舗の存する市区町村の区

域に在勤する分任出納員であって会計局長の承認を

受けたものは、現金に限り収納した日から15日を経

過した日までの分を取りまとめ、その日から３日以

内に払い込むことができる。ただし、収納した金額

が３万円に達したときの払込みについては、その日

から３日以内とする。

３ 会計管理者、出納員又は分任出納員は、前２項の

規定により収納した歳入金を指定金融機関に払い込

んだときは、その旨を知事又は出納機関の長に通知

しなければならない。この場合において、遠隔地の

出納員又は分任出納員にあっては、前条第４項の規

定による領収済報告書により通知しなければならな

い。

（契約保証金） （契約保証金）

第112条 略 第112条 略

２ 前項の規定にかかわらず、同項の契約保証金の額 ２ 前項の規定にかかわらず、同項の契約保証金の額

は、電子入札（知事又はその委任を受けた者の使用 は、電子入札（知事又はその委任を受けた者の使用



に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同 に係る電子計算機（入出力装置を含む。以下同

じ。）と入札に参加する者（以下「入札者」とい じ。）と入札に参加する者（以下「入札者」とい

う。）の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で う。）の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織（以下「電子情報処理組 接続した電子情報処理組織（以下「電子情報処理組

織」という。）を使用する方法により行う入札をい 織」という。）を使用する方法により行う入札をい

う。以下同じ。）のうち、県有財産の売却を目的と う。）のうち、県有財産の売却を目的とする入札で

する入札であって、知事が指定する事業者（第125 あって、知事が指定する事業者（第125条の３にお

条の３において「指定事業者」という。）がインタ いて「指定事業者」という。）がインターネットを

ーネットを利用して提供する公有財産等を売却する 利用して提供する公有財産等を売却するシステム

システム（以下「公有財産売却システム」とい （以下「公有財産売却システム」という。）を利用

う。）を利用して行う入札（以下「公有財産売却シ して行う入札（以下「公有財産売却システム入札」

ステム入札」という。）にあっては、当該入札によ という。）にあっては、当該入札により納付した入

り納付した入札保証金の額と同額とする。 札保証金の額と同額とする。

３ 第１項の規定にかかわらず、契約金額が20万円未

満の物品及び印刷物の購入並びに物品の修繕の契約

においては、契約保証金の納付を要しない。

４ 略 ３ 略

（一般競争入札の公告） （一般競争入札の公告）

第122条 略 第122条 略

２ 契約権者は、物品若しくは印刷物の購入又は物品

の修繕を電子入札により一般競争に付そうとすると

きは、前項の規定にかかわらず、開札の日の前日か

ら起算して少なくとも２日前にインターネットの利

用その他の方法により公告しなければならない。

３ 令第167条の６第１項の入札の公告について必要 ２ 令第167条の６の規定によるその他入札の公告に

な事項は、次の各号に掲げるものとする。 ついて必要な事項は、次の各号に掲げるものとす

る。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 電子入札（公有財産売却システム入札を除 (５) 電子入札（公有財産売却システム入札を除

く。以下同じ。 ）による場合にあっては、その く。）による場合にあっては、その旨

旨

(６)～(10) 略 (６)～(10) 略

（一般競争入札の入札保証金） （一般競争入札の入札保証金）

第123条 略 第123条 略

２ 前項の規定にかかわらず、予定価格が20万円未満

の物品及び印刷物の購入並びに物品の修繕の契約に

係る一般競争入札においては、入札保証金の納付を

要しない。

３ 略 ２ 略

（電子入札） （電子入札）

第125条の２ 電子入札の入札者は、あらかじめ入札 第125条の２ 電子入札（公有財産売却システム入札

保証金を納付した上で、前条第１項の規定による入 を除く。以下同じ。）の入札者は、あらかじめ入札



札書の提出に代えて、入札金額その他所定の情報を 保証金を納付した上で、前条第１項の規定による入

記録した電磁的記録を、指定の日時までに、知事又 札書の提出に代えて、入札金額その他所定の情報を

はその委任を受けた者の使用に係る電子計算機に備 記録した電磁的記録を、指定の日時までに、知事又

えられたファイル（以下「電子入札ファイル」とい はその委任を受けた者の使用に係る電子計算機に備

う。）に記録しなければならない。 えられたファイル（以下「電子入札ファイル」とい

う。）に記録しなければならない。

２及び３ 略 ２及び３ 略

（再度公告入札の公告期間） （再度公告入札の公告期間）

第131条 契約権者は、入札者若しくは落札者がない 第131条 契約権者は、入札者若しくは落札者がない

場合又は落札者が契約を結ばない場合において、さ 場合又は落札者が契約を結ばない場合において、さ

らに入札に付そうとするときは、第122条第１項の らに入札に付そうとするときは、第122条の公告の

公告の期間を３日までに短縮することができる。 期間を３日までに短縮することができる。

（予定価格の作成） （予定価格の作成）

第137条の２ 略 第137条の２ 略

（予定価格の提示）

第137条の３ 契約権者は、当分の間、県有財産の売

払いに係る随意契約に際し、県の業務の用に供され

ていない県有財産の売却を促進するため知事が別に

定める場合に限り、当該県有財産の予定価格を見積

書の徴取前に提示することができる。この場合にお

いては、前条の規定にかかわらず、予定価格を記載

した書面は、封書にすることを要しない。

（予定価格の決定方法） （予定価格の決定方法）

第137条の４ 略 第137条の３ 略

（収入の証拠書類） （収入の証拠書類）

第139条 収入の証拠書類として保管する書類は、次 第139条 収入の証拠書類として保管する書類は、次

に掲げるとおりとする。 に掲げるとおりとする。

(１)～(８) 略 (１)～(８) 略

(９) 領収済報告書

(９) 略 (10) 略

(10) 略 (11) 略

２ 略 ２ 略

附 則 附 則

１～３ 略 １～３ 略

４ 当分の間、第２条第３号及び別表第１の規定にか

かわらず、鳥取県事務処理権限規則別表第１の項に

定める補助金及び会計に関する事務に関し、鳥取県

名古屋本部を出納機関とみなし、この規則の規定を

適用する。この場合において、第５条第２項の規定



による出納員には、鳥取県名古屋本部の企業誘致・

観光情報発信担当主幹の職にある者をもって充て

る。

４ 当分の間、第２条第３号及び別表第１の規定にか ５ 当分の間、第２条第３号及び別表第１の規定にか

かわらず、鳥取県事務処理権限規則別表第３職員人 かわらず、鳥取県事務処理権限規則別表第３職員人

材開発センターの項に定める補助金及び会計に関す 材開発センターの項に定める補助金及び会計に関す

る事務に関し、総務部行財政改革局職員人材開発セ る事務に関し、総務部行財政改革局職員人材開発セ

ンターを出納機関とみなし、この規則の規定を適用 ンターを出納機関とみなし、この規則の規定を適用

する。この場合において、第５条第２項の規定によ する。この場合において、第５条第２項の規定によ

る出納員には、総務部行財政改革局職員人材開発セ る出納員には、総務部行財政改革局職員人材開発セ

ンターの課長補佐の職にある者をもって充てる。 ンターの教授の職にある者をもって充てる。

５ 略 ６ 略

６ 略 ７ 略

７ 略 ８ 略

８ 略 ９ 略

10 当分の間、第２条第３号及び別表第１の規定にか

かわらず、知事が別に定める出納機関の事務に関

し、鳥取県教育センターを出納機関とみなし、この

規則の規定を適用する。この場合において、第５条

第２項の規定による出納員には、鳥取県教育センタ

ーの総務課長の職にある者をもって充てる。

11 当分の間、第２条第３号及び別表第１の規定にか

かわらず、知事が別に定める出納機関の事務に関

し、鳥取県立図書館を出納機関とみなし、この規則

の規定を適用する。この場合において、第５条第２

項の規定による出納員には、鳥取県立図書館の総務

課長の職にある者をもって充てる。

12 当分の間、第２条第３号及び別表第１の規定にか

かわらず、知事が別に定める出納機関の事務に関

し、鳥取県立博物館を出納機関とみなし、この規則

の規定を適用する。この場合において、第５条第２

項の規定による出納員には、鳥取県立博物館の総務

課長の職にある者をもって充てる。

別表第１（第２条、第５条関係） 別表第１（第２条、第５条関係）

機関 職 機関 職

略 略

鳥取県西部総合事務所 (１) 県民局会計総 鳥取県西部総合事務所 (１) 県民局庶務会

務課主幹 計課主幹

(２) 略 (２) 略

鳥取県日野総合事務所 県民局企画県民課主 鳥取県日野総合事務所 県民局庶務会計チー

幹 ム主幹

略 略

鳥取県鳥取港湾事務所 次長 鳥取県鳥取港湾事務所 次長

鳥取県教育センター 総務課長



鳥取県立図書館 総務課長

鳥取県立博物館 総務課長

略 略

様式目次 様式目次

(１) 収入関係 (１) 収入関係

様式第１号～様式第４号 略 様式第１号～様式第４号 略

様式第５号 削除 様式第５号 領収済報告書

様式第６号～様式第13号 略 様式第６号～様式第13号 略

(２)～(５) 略 (２)～(５) 略

様式第４号（第19条関係）（Ａ列６号のもの複写式） 様式第４号（第19条関係）（Ａ列６号のもの複写式）

略 略

備考 １ 現金（証券）領収証書は、２枚複写と 備考 １ 現金（証券）領収証書は、２枚複写と

し、領収証書は厚紙、原符は薄紙を使用し し、領収証書は厚紙、原符は薄紙を使用し

表紙を付ける。厚紙の領収証書には銀行払 百部つづりとして表紙を付ける。厚紙の領

込済欄は設けない。１冊の部数は会計局長 収証書には銀行払込済欄は設けない。

が別に定めるものとする。

２ 略 ２ 略

３ 書損じの場合は、切り取らないで原符と ３ 書損じの場合は、切り取らないで原符と

領収証書を貼付する。 領収証書をちょう付する。

４及び５ 略 ４及び５ 略

様式第41号（第19条、第22条、第160条関係） 様式第41号（第19条、第21条、第21条の２、第160条

関係）

略 略

様式第42号（第21条、第22条、第160条関係） 様式第42号（第21条、第21条の２、第160条関係）

略 略

備考 改正部分は、下線の部分及び太線で囲まれた部分である。

第２条 鳥取県会計規則の一部を次のように改正する。

別表第１の２を次のように改める。

別表第１の２（第６条関係）

１ 出納員に委任させる事務

区分 委任事務

未来づくり推進局県民課 １ 公文書、行政資料その他の書類の写しの作成及び送付に要する費用に

係る現金の収納に関する事務

２ 県が発行する刊行物及びバッジの販売代金並びに送付に要する費用に

係る現金の収納に関する事務

３ ふるさと納税に係る寄附金の収納に関する事務

総務部総務課 １ 入札保証金の領収、一時保管並びに払戻し（手許保管のものに限

る。）及び払込みに関する事務

２ 契約保証金の領収及び払込みに関する事務



３ 鳥取県庁本庁舎に設置している公衆電話取扱手数料の収納事務

総務部営繕課 １ 入札保証金の領収、一時保管並びに払戻し（手許保管のものに限

る。）及び払込みに関する事務

２ 契約保証金の領収及び払込みに関する事務

総務部名古屋代表部 １ 公文書、行政資料その他の書類の写しの作成及び送付に要する費用に

係る現金の収納に関する事務

２ ふるさと納税に係る寄附金の収納に関する事務

総務部行財政改革局財源確 １ 入札保証金の領収、一時保管並びに払戻し（手許保管のものに限

保推進課 る。）及び払込みに関する事務

２ 契約保証金の領収及び払込みに関する事務

３ ふるさと納税に係る寄附金の収納に関する事務

総務部行財政改革局福利厚 恩給法の一部を改正する法律（平成17年法律第６号）の規定による改正前

生課 の恩給法（大正12年法律第48号）第９条ノ３及び鳥取県吏員等退職年金及

退職一時金ニ関スル条例（大正12年鳥取県令第55号）第７条ノ２による届

出を故恩給受給者の遺族が怠ったことにより発生した恩給過払金の返還金

の収納に関する事務

総務部人権局人権・同和対 鳥取県専修学校等奨学資金貸与規則を廃止する等の規則（平成19年鳥取県

策課 規則第54号）附則第２項の規定によりなおその効力を有することとされる

同規則第１条の規定による廃止前の鳥取県専修学校等奨学資金貸与規則

（昭和62年鳥取県規則第56号）第13条第１項の規定により返還される奨学

金の収納事務

企画部統計課 統計に関する県の刊行物の販売代金及び送付に要する費用に係る現金の収

納に関する事務

企画部地域づくり支援局自 １ 本人確認情報の開示に係る書面の作成及び送付に要する費用に係る現

治振興課 金の収納に関する事務

２ 国会議員関係政治団体に係る少額領収書等の写しの開示に係る手数料

の収納に関する事務

３ 政治団体に係る収支報告閲覧対象文書の写しの交付に係る手数料の収

納に関する事務

文化観光局交流推進課 ふるさと納税に係る寄附金の収納に関する事務

福祉保健部福祉保健課 生活保護費の返還金及び徴収金の収納に関する事務

福祉保健部障がい福祉課 鳥取県心身障害者扶養共済制度に関する条例（昭和45年鳥取県条例第12

号）第５条第１項及び第２項に規定する掛金の収納事務

福祉保健部子育て王国推進 児童扶養手当法（昭和36年法律第238号）第23条第１項に規定する不正利

局青少年・家庭課 得の収納事務及び同法第28条に規定する届出を怠ったことによる過払金の

収納事務

福祉保健部健康医療局医療 １ 鳥取県理学療法士等修学資金貸付規則（昭和49年鳥取県規則第23号）

政策課 第10条及び鳥取県看護職員修学資金等貸付規則（昭和37年鳥取県規則第

69号）第11条の規定により返還される貸付金の収納事務

２ 鳥取県手数料徴収条例（平成12年鳥取県条例第37号）第２条第１項第

20号、第23号及び第24号に規定する手数料の収納事務

福祉保健部健康医療局医療 鳥取県手数料徴収条例第２条第１項第31号及び第55号の２に規定する手数

指導課 料の収納事務

生活環境部公園自然課 鳥取県手数料徴収条例第２条第１項第236号及び第237号に規定する手数料

並びに鳥取県税条例第３条第２号アに規定する狩猟税の収納事務



生活環境部砂丘事務所 日本一の鳥取砂丘を守り育てる条例（平成20年鳥取県条例第64号）第14条

に規定する過料の収納に関する事務

生活環境部くらしの安心局 鳥取県手数料徴収条例第２条第１項第181号に規定する手数料の収納に関

くらしの安心推進課 する事務

生活環境部くらしの安心局 鳥取県手数料徴収条例第２条第１項第308号から第311号までに規定する手

住宅政策課 数料の収納事務

商工労働部経済通商総室 中小企業の事業活動の活性化等のための中小企業関係法律の一部を改正す

る法律（平成11年法律第222号）附則第４条の規定によりなお従前の例に

よることとされる同法による改正前の中小企業近代化資金等助成法（昭和

31年法律第115号）第３条の規定に基づく貸付金及び鳥取県中小企業高度

化資金等貸付規則（昭和63年鳥取県規則第31号）第３条の規定に基づく貸

付金の収納事務

教育委員会事務局教育総務 ふるさと納税に係る寄附金の収納に関する事務

課

教育委員会事務局家庭・地 県民カレッジの資料代の収納に関する事務

域教育課

教育委員会事務局人権教育 鳥取県育英奨学資金貸与規則（昭和35年鳥取県教育委員会規則第５号）第

課 11条第１項又は第２項の規定により返還される育英奨学資金（過払金を含

む。）及び鳥取県進学奨励資金貸与規則を廃止する規則（平成14年鳥取県

教育委員会規則第23号）附則第２項の規定によりなおその効力を有するこ

ととされる同規則による廃止前の鳥取県進学奨励資金貸与規則（昭和57年

鳥取県教育委員会規則第４号）第14条第１項の規定により返還される進学

奨励資金の収納事務

教育委員会事務局文化財課 鳥取県手数料徴収条例第２条第１項第325号に規定する手数料の収納事務

議会事務局 １ 公文書、行政資料その他の書類の写しの作成及び送付に要する費用に

係る現金の収納に関する事務

２ 鳥取県議会議員の記章の再交付に係る現金の収納に関する事務

警察本部警察県民課 公文書、行政資料その他の書類の写しの作成及び送付に要する費用に係る

現金の収納に関する事務

警察本部交通指導課 道路交通法第51条の４第１項の放置違反金及び同条第13項の延滞金の出納

及び保管に関する事務

警察本部警察学校 警察学校における給食費の収納事務

鳥取県東部総合事務所、鳥 １ 現金（基金に属する現金を除く。以下この表において同じ。）の出納

取県中部総合事務所及び鳥 及び保管に関する事務

取県西部総合事務所以外の ２ 有価証券（公有財産に属するものを除く。以下この表において同

出納機関（附則第２項から じ。）の出納及び保管に関する事務

第７項までの規定により出 ３ 物品の出納及び保管に関する事務

納機関とみなされるものを ４ 支出負担行為の確認に関する事務

含む。）

鳥取県東部総合事務所 １ 県民局企画総務課主幹に委任させる事務

(１) 現金の出納及び保管に関する事務（２の(１)のア及び３の(１)に

掲げる事務を除く。）

(２) 有価証券の出納及び保管に関する事務（２の(２)に掲げる事務を

除く。）

(３) 物品の出納及び保管に関する事務



(４) 支出負担行為の確認に関する事務（２の(３)に掲げる事務を除

く。）

２ 県税局収税課長に委任させる事務

(１) 現金の出納及び保管に関する次の事務

ア 県税に係る現金の出納及び保管に関する事務

イ 公文書、行政資料その他の書類の写しの作成及び送付に要する費

用に係る現金の収納に関する事務

(２) 有価証券の出納及び保管に関する事務（県税に係るものに限

る。）

(３) 支出負担行為の確認に関する事務（県税に係るものに限る。）

(４) 鳥取県税条例第16条第３項に規定する手数料の収納に関する事務

３ 福祉保健局福祉企画課長に委任させる事務

現金の収納及び保管に関する次の事務（福祉保健局に係るものに限

る。）

鳥取県中部総合事務所 １ 県民局企画総務課主幹に委任させる事務

(１) 現金の出納及び保管に関する事務（２の(１)のアに掲げる事務を

除く。）

(２) 有価証券の出納及び保管に関する事務（２の(２)に掲げる事務を

除く。）

(３) 物品の出納及び保管に関する事務

(４) 支出負担行為の確認に関する事務（２の(３)に掲げる事務を除

く。）

２ 県税局収税課長に委任させる事務

(１) 現金の出納及び保管に関する次の事務

ア 県税に係る現金の出納及び保管に関する事務

イ 公文書、行政資料その他の書類の写しの作成及び送付に要する費

用に係る現金の収納に関する事務

(２) 有価証券の出納及び保管に関する事務（県税に係るものに限

る。）

(３) 支出負担行為の確認に関する事務（県税に係るものに限る。）

(４) 鳥取県税条例第16条第３項に規定する手数料の収納に関する事務

鳥取県西部総合事務所 １ 県民局会計総務課主幹に委任させる事務

(１) 現金の出納及び保管に関する事務（２の(１)のアに掲げる事務を

除く。）

(２) 有価証券の出納及び保管に関する事務（２の(２)に掲げる事務を

除く。）

(３) 物品の出納及び保管に関する事務

(４) 支出負担行為の確認に関する事務（２の(３)に掲げる事務を除

く。）

２ 県税局収税課長に委任させる事務

(１) 現金の出納及び保管に関する次の事務

ア 県税に係る現金の出納及び保管に関する事務

イ 公文書、行政資料その他の書類の写しの作成及び送付に要する費

用に係る現金の収納に関する事務

(２) 有価証券の出納及び保管に関する事務（県税に係るものに限



る。）

(３) 支出負担行為の確認に関する事務（県税に係るものに限る。）

(４) 鳥取県税条例第16条第３項に規定する手数料の収納に関する事務

農林水産部農林総合研究所 １ 企画総務部総務担当主幹に委任させる事務

(１) 現金の出納及び保管に関する事務

(２) 有価証券の出納及び保管に関する事務

(３) 物品の出納及び保管に関する事務（２に掲げる事務を除く。）

(４) 支出負担行為の確認に関する事務

２ 農業試験場作物研究室長、園芸試験場果樹研究室長、園芸試験場野菜

研究室長、園芸試験場花き研究室長、園芸試験場環境研究室長、園芸試

験場生物工学研究室長、園芸試験場砂丘地農業研究センター所長、園芸

試験場弓浜砂丘地分場長、園芸試験場河原試験地長、園芸試験場日南試

験地長、畜産試験場肉用牛研究室長、畜産試験場育種改良研究室長、畜

産試験場酪農・飼料研究室長、中小家畜試験場養豚研究室長及び中小家

畜試験場環境・養鶏研究室長に委任させる事務

物品（生産品に限る。）の出納及び保管に関する事務

鳥取県米子工事検査事務所 旅費（旅行命令簿によるものに限る。）に係る支出負担行為の確認及び支

出に関する事務

常時資金前渡を受けた機関 前渡を受けた資金により取得した物品の出納及び保管に関する事務

２ 分任出納員に委任させる事務

区分 委任事務

鳥取県東京本部 ふるさと納税に係る寄附金の収納に関する事務

鳥取県関西本部 ふるさと納税に係る寄附金の収納に関する事務

鳥取県立公文書館 公文書館が発行する刊行物及び県史に関する刊行物の販売代金及び送付に

要する費用に係る現金の収納に関する事務

鳥取県東部総合事務所 １ 県税局の分任出納員に委任させる事務

県税に係る歳入金及び歳入歳出外現金の一部の収納に関する事務

２ 福祉保健局の分任出納員に委任させる事務

母子福祉資金及び寡婦福祉資金の償還金並びに児童措置費（児童相談

所長の措置に係るものを除く。）及び養育医療費の負担金の一部の収納

に関する事務

３ 県税局及び福祉保健局の分任出納員以外の分任出納員に委任させる事

務

(１) 公文書、行政資料その他の書類の写しの作成及び送付に要する費

用に係る現金の収納に関する事務

(２) 県が発行する刊行物及びバッジの販売代金並びに送付に要する費

用に係る現金の収納に関する事務

(３) 県営住宅の家賃、敷金及び駐車場に係る使用料の一部の収納に関

する事務

(４) 県営住宅の賃貸借契約の解除又は県営住宅の駐車場に係る使用許

可の取消しに伴い生じた損害賠償金の収納に関する事務

(５) 衛生検査及び試験並びにこれらに関する証明書の交付に係る手数

料の収納に関する事務

(６) 土木施設に係る使用料及び占用料の収納に関する事務



鳥取県八頭総合事務所 １ 公文書、行政資料その他の書類の写しの作成及び送付に要する費用に

係る現金の収納に関する事務

２ 県が発行する刊行物及びバッジの販売代金並びに送付に要する費用に

係る現金の収納に関する事務

３ 土木施設に係る使用料及び占用料の収納に関する事務

鳥取県中部総合事務所 １ 県税局の分任出納員に委任させる事務

県税に係る歳入金及び歳入歳出外現金の一部の収納に関する事務

２ 県税局の分任出納員以外の分任出納員に委任させる事務

(１) 公文書、行政資料その他の書類の写しの作成及び送付に要する費

用に係る現金の収納に関する事務

(２) 県が発行する刊行物及びバッジの販売代金並びに送付に要する費

用に係る現金の収納に関する事務

(３) 生活保護費の返還金及び徴収金、母子福祉資金及び寡婦福祉資金

の償還金並びに児童措置費（児童相談所長の措置に係るものを除

く。）、知的障害者措置費及び養育医療費の負担金の一部の収納に関

する事務

(４) 鳥取県保健所条例（平成12年鳥取県条例第６号）第３条の保健所

の施設の使用に係る使用料及び手数料の収納に関する事務

(５) 県営住宅の家賃、敷金及び駐車場に係る使用料の一部の収納に関

する事務

(６) 県営住宅の賃貸借契約の解除又は県営住宅の駐車場に係る使用許

可の取消しに伴い生じた損害賠償金の収納に関する事務

(７) 衛生検査及び試験並びにこれらに関する証明書の交付に係る手数

料の収納に関する事務

(８) 鳥取県食品衛生法施行条例（平成12年鳥取県条例第17号）第６条

第１号に規定する手数料の収納に関する事務

(９) 土木施設に係る使用料及び占用料の収納に関する事務

鳥取県西部総合事務所 １ 県税局の分任出納員に委任させる事務

県税に係る歳入金及び歳入歳出外現金の一部の収納に関する事務

２ 県税局の分任出納員以外の分任出納員に委任させる事務

(１) 公文書、行政資料その他の書類の写しの作成及び送付に要する費

用に係る現金の収納に関する事務

(２) 県が発行する刊行物及びバッジの販売代金並びに送付に要する費

用に係る現金の収納に関する事務

(３) 鳥取県税条例第16条第３項に規定する手数料の収納に関する事務

(４) 生活保護費の返還金及び徴収金、母子福祉資金及び寡婦福祉資金

の償還金、児童措置費（児童相談所長の措置に係るものを除く。）及

び養育医療費の負担金並びに滞納に係る養育医療費の負担金の一部の

収納に関する事務

(５) 鳥取県保健所条例（平成12年鳥取県条例第６号）第３条の保健所

の施設の使用に係る使用料及び手数料の収納に関する事務

(６) 県営住宅の家賃、敷金並びに駐車場、水道及び下水道の施設に係

る使用料の一部の収納に関する事務

(７) 県営住宅の賃貸借契約の解除又は県営住宅の駐車場に係る使用許

可の取消しに伴い生じた損害賠償金の収納に関する事務



(８) 衛生検査及び試験並びにこれらに関する証明書の交付に係る手数

料の収納に関する事務

(９) 鳥取県食品衛生法施行条例（平成12年鳥取県条例第17号）第６条

第１号に規定する手数料の収納に関する事務

(10) 土木施設に係る使用料及び占用料の収納に関する事務

(11) ふるさと納税に係る寄附金の収納に関する事務

鳥取県日野総合事務所 １ 公文書、行政資料その他の書類の写しの作成及び送付に要する費用に

係る現金の収納に関する事務

２ 県が発行する刊行物及びバッジの販売代金並びに送付に要する費用に

係る現金の収納に関する事務

３ 生活保護費の返還金及び徴収金並びに児童措置費（児童相談所長の措

置に係るものを除く。）及び養育医療費の負担金の一部の収納に関する

事務

４ 衛生検査及び試験並びにこれらに関する証明書の交付に係る手数料の

収納に関する事務

５ 土木施設に係る使用料及び占用料の収納に関する事務

鳥取県立鳥取療育園 １ 医療費の自己負担分の窓口での収納に関する事務

２ 鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例（昭和39年鳥取県

条例第11号）第７条に規定する使用料及び手数料の窓口での収納に関す

る事務及び未収金の収納に関する事務

３ 公文書の写しの作成及び送付に要する費用に係る現金の収納に関する

事務

鳥取県立中部療育園 １ 医療費の自己負担分の窓口での収納に関する事務

２ 鳥取県立社会福祉施設の設置及び管理に関する条例第７条に規定する

使用料及び手数料の窓口での収納に関する事務及び未収金の収納に関す

る事務

鳥取県福祉相談センター・ 児童措置費の負担金の一部の収納に関する事務

鳥取県倉吉児童相談所・鳥

取県米子児童相談所

農林水産部農林総合研究所 農業試験場における生産品の販売代金に係る現金の収納に関する事務

鳥取県鳥取家畜保健衛生所 １ 家畜に係る検査、注射、薬浴及び投薬並びにこれらを行った旨の証明

・鳥取県倉吉家畜保健衛生 書の交付に係る手数料の収納に関する事務

所・鳥取県西部家畜保健衛 ２ 鳥取県手数料徴収条例第２条第１項第226号に規定する手数料の収納

生所 事務

鳥取県鳥取港湾事務所 港湾施設に係る使用料の一部の収納に関する事務

鳥取県鳥取空港管理事務所 空港施設に係る使用料の一部の収納に関する事務

様式第５号を次のように改める。

様式第５号 削除

（鳥取県物品事務取扱規則の一部改正）

第３条 鳥取県物品事務取扱規則（昭和39年鳥取県規則第12号）の一部を次のように改正する。

改 正 後 改 正 前



（物品出納員） （物品出納員）

第５条 知事は、知事部局（会計管理者会計局及び会 第５条 知事（鳥取県事務処理権限規則（平成８年鳥

計管理者庶務集中局を除く。以下この条及び次条に 取県規則第32号）第６条第１項の規定により知事

おいて同じ。）の本庁各課（課に相当するものを含 の権限に属する事務が委任されている場合にあっ

み、鳥取県東京本部、鳥取県関西本部、総務部行財 ては、当該委任を受けた鳥取県行政組織条例（平

政改革局職員人材開発センター、生活環境部衛生環 成６年鳥取県条例第５号）第14条第２項に規定す

境研究所、生活環境部くらしの安心局消費生活セン る部局長等、同条例第２条の規定により設置され

ター、農林水産部農業大学校及び農林水産部農林総 る部局等を構成する内部組織の長その他の知事の

合研究所を除く。以下同じ。）、会計管理者会計 権限に属する事務を処理するための組織を構成す

局、会計管理者庶務集中局、議会事務局及び教育委 る機関の長。以下同じ。）は、知事部局（会計管

員会事務局の本庁各課、人事委員会事務局、監査委 理者会計局及び会計管理者庶務集中局を除く。以

員事務局、労働委員会事務局並びに警察本部の会計 下この条及び次条において同じ。）の本庁各課

課に物品出納員を置く。 （課に相当するものを含み、総務部行財政改革局

職員人材開発センター、生活環境部衛生環境研究

所、生活環境部くらしの安心局消費生活センタ

ー、農林水産部農業大学校及び農林水産部農林総

合研究所を除く。以下同じ。）、会計管理者会計

局、会計管理者庶務集中局、議会事務局及び教育

委員会事務局の各課等（課に相当するものを含

む。以下同じ。） 、人事委員会事務局、監査委

員事務局、労働委員会事務局並びに警察本部の会

計課に物品出納員を置く。

２ 略 ２ 略

３ 物品出納員は、次に定める者をもってこれに充て ３ 物品出納員は、次に定める者をもってこれに充て

る。 る。

(１) 知事部局の本庁各課、会計管理者会計局、会 (１) 知事部局の本庁各課、会計局、庶務集中局及

計管理者庶務集中局及び教育委員会事務局の本庁 び教育委員会事務局の各課等にあっては、庶務事

各課にあっては、庶務事務を担当する課長補佐の 務を担当する課長補佐の職（課長補佐と同等の職

職（課長補佐と同等の職を含み、課長補佐の職又 を含む。）にある者

はこれと同等の職が置かれない場合にあっては、

知事が別に定める職とする。）にある者

(２)～(６) 略 (２)～(６) 略

４ 略 ４ 略

（物品保管主任） （物品保管主任）

第５条の２ 知事は、使用中の物品（会計管理者、出 第５条の２ 知事は、使用中の物品（会計管理者、出

納員、分任出納員又は物品出納員が保管する物品以 納員、分任出納員又は物品出納員が保管する物品以

外の物品をいう。)の保管を行わせるため、知事部 外の物品をいう。)の保管を行わせるため、知事部

局の本庁各課、会計管理者会計局、会計管理者庶務 局の本庁各課、会計管理者会計局、会計管理者庶務

集中局、議会事務局、教育委員会事務局の本庁各 集中局、議会事務局、教育委員会事務局の各課等、

課、人事委員会事務局、監査委員事務局及び労働委 人事委員会事務局、監査委員事務局及び労働委員会

員会事務局（以下「本庁各課等」という。）、警察 事務局（以下「本庁各課等」という。）、警察本部

本部の各課並びに鳥取県会計規則（昭和39年鳥取県 の各課並びに鳥取県会計規則（昭和39年鳥取県規則

規則第11号）第２条第２号に規定する機関、鳥取県 第11号）第２条第２号に規定する機関、総務部行財

東京本部、鳥取県関西本部、総務部行財政改革局職 政改革局職員人材開発センター、生活環境部衛生環



員人材開発センター、生活環境部衛生環境研究所、 境研究所、生活環境部くらしの安心局消費生活セン

生活環境部くらしの安心局消費生活センター、農林 ター、農林水産部農業大学校及び農林水産部農林総

水産部農業大学校及び農林水産部農林総合研究所 合研究所並びに鳥取県教育センター、鳥取県立図書

（以下「機関等」という。)に物品保管主任を置 館及び鳥取県立博物館（以下「機関等」という。）

く。 に物品保管主任を置く。

２ 略 ２ 略

（資金前渡者の購入した物品の引継ぎ等） （資金前渡者の購入した物品の引継ぎ等）

第７条 資金の前渡を受けた職員は、その購入した物 第７条 資金の前渡を受けた職員は、その購入した物

品（現地で消費する物品を除く。)を、物品引継書 品（現地で消費する物品を除く。)を、物品引継書

により知事又は出納機関（鳥取県会計規則附則第２ により知事又は出納機関（鳥取県会計規則附則第２

項から第８項までの規定により出納機関とみなされ 項から第12項までの規定により出納機関とみなされ

る鳥取県東京本部、鳥取県関西本部、総務部行財政 る鳥取県東京本部、鳥取県関西本部、鳥取県名古屋

改革局職員人材開発センター、生活環境部衛生環境 本部、総務部行財政改革局職員人材開発センター、

研究所、生活環境部くらしの安心局消費生活センタ 生活環境部衛生環境研究所、生活環境部くらしの安

ー、農林水産部農業大学校及び農林水産部農林総合 心局消費生活センター、農林水産部農業大学校及び

研究所を含む。以下同じ。）の長に引き継がなけれ 農林水産部農林総合研究所並びに鳥取県教育センタ

ばならない。ただし、催物等に使用した物品の残余 ー、鳥取県立図書館及び鳥取県立博物館を含む。以

については、近くの機関等の長に引き継ぐことがで 下同じ。）の長に引き継がなければならない。ただ

きる。 し、催物等に使用した物品の残余については、近く

の機関等の長に引き継ぐことができる。

２及び３ 略 ２及び３ 略

（他に定めのある占有動産） （他に定めのある占有動産）

第51条 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第33条 第51条 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第33条

の２の２又は第33条の３の規定による占有動産の取 の２又は第33条の３の規定による占有動産の取扱い

扱いは、知事が別に定めるところによる。 は、知事が別に定めるところによる。

備考 改正部分は、下線の部分である。

附 則

この規則は、平成24年４月１日から施行する。


